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事業所所在地と同じ

円

円

円

フリガナ

口座名義

当座

個人事業者の
その他の収入

申請担当者
氏　名

栗山町

支給要件
（全てに該当）

令和7年12月31日以前に開業し、現に町内で事業所等を有し事業を営んでいます。

　 けた補助金の返還等に応じます。

　接な関係を有している者ではありません。

１．

直近の確定申告における年間の売上高・事業収入が100万円以上で、個人事業者
の場合は事業収入がその他の収入を上回っています。２．

３．

４．

栗山町農業物価（飼料価格）高騰対策支援金 又は 栗山町福祉施設等緊急対策支
援金の支給対象ではありません。

今後も町内で事業を継続する意思を有しています。

　　　下記の内容を確認しました。（□にチェックを入れてください）

私は、「栗山町事業者等エネルギー価格高騰対策支援金」の支給申請をするに当たり、下記の通り誓約します。

⑴　申請書及び添付書類の内容については、事実と相違なく、支給要件を全て満たしています。

⑵　栗山町から検査・報告・是正のための措置の求めがあった場合はこれに応じ、虚偽が判明した場合は支給を受

（※）金融機関コードが不明な場合は空欄で構いません。

業

電話

㊞

上記事業収入以外の給与、年金等のその他収入の合計

栗山町事業者等エネルギー価格高騰対策支援金支給申請書

　　栗山町事業者等エネルギー価格高騰対策支援金について下記のとおり申請します。 なお、下記に記載した事項に
　ついては事実と相違ありません。               

　　栗山町長　　様

フリガナ

申請事業者名

本社所在地

※事業所所在地と
異なる場合に記入

普通
出張所

個人事業者

法　　人 200,000円

100,000円 年間事業収入

年間売上高

代表者氏名

業種（町内事業所）

事業所所在地

金融機関

金融機関
コード※

誓約書

支店番号

振
込
先
口
座

本・支所

支　店

本　店

協同組合

信用組合

信用金庫

銀　　行
口座番号（右詰めで記入）預金種目

　　　　　　　　　　　　　　　

※代表者が自署の場合は押印不要

支給申請額及び
年間事業収入額※
（※100万円以上）

フリガナ

⑶　代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員等が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律

　(平成３年法律第７７号)第２条第２号に規定する暴力団、同条第６号に規定する暴力団員、もしくはこれらと密



栗山町事業者等エネルギー価格高騰対策支援金支給申請書（様式第１号）

振込先の通帳の写し（見開き１ページ目）

本人確認書類（申請担当者）

（例）運転免許証、マイナンバーカード、パスポート等の写し

年間事業収入と町内で事業を営んでいることが確認できる下記の書類

直近の法人税確定申告書別表一の写し　及び　法人事業概況説明書（両面）の写し

下記のいずれかの書類

直近の確定申告書第一表の写し　及び　所得税青色申告決算書（両面）の写し

直近の確定申告書第一表の写し　及び　所得税白色申告収支内訳書（両面）の写し

※上記の書類では町内での営業実態が確認できない場合など、状況に応じてその他の資料が必要な場合があります。

個人

法人

　

提出書類チェックリスト

備　考

栗山町取扱使用欄


